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【はじめに】天下分け目の「就職移動」 

 

新型コロナ人口動態解説シリーズ⑧では、2021年 6月現在において判明している最新データをもと

に、コロナ禍 2年目となる 2021年の人口移動の現状を解説したい。 

 

住民基本台帳に反映される移動情報は、他の月に比べて毎年 3月に大きく変化する。これは 4月が

進学・就職による新たな生活のスタート時期であることから、都道府県をまたぐような転居は前月の

3月に済まされることが多いためとみられる。 

 

2021年度も例年と同様に、1月、2月そして 4月と比べると、3月に大きな人口移動が生じた。コロ

ナ禍に関わらず、人口移動においてはまさに「天下分け目の 3月」ともいえるだろう。 

 

【東京都へ迫る神奈川県、1都 3県への集中は全転入超過エリアの 9割】 

 

2021年の 1月から 4月までにおける、移動による人口増加となった転入超過エリアの状況を算出す

ると、2位の神奈川県が 1位の東京都と 3％の僅差である様子がわかる（図表 1）。 

 

神奈川県については、男性は 2020年も転入超過数で年間 1位であったが、女性は 2020年の 1月～

4 月では東京都に大きく引き離された２位（東京都 2万 9,721人、神奈川県 1万 570人）であった。

しかし、2021年 4月末時点では、女性においても東京都が１万 5,706人の増加であるのに対して、神

奈川県は１万 1,691人の増加となり、転入超過エリア８エリアの合計に占める割合で東京都 33％、神

奈川県 25％と８ポイント差（2020年は 31ポイント差）まで、その差は縮まってきている。 
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【図表 1】2021 年 1 月～4 月 転入超過数 都道府県ランキング（人） 

 
資料：総務省「住民基本台帳移動報告」月報より筆者作成  

地域 総数
転入超過エリア計に

占める割合
女性/男性（倍）

1 東京都 26,823 32% 1.4

2 神奈川県 23,824 29% 1.0

3 埼玉県 16,140 19% 1.1

4 千葉県 8,023 10% 1.0

5 大阪府 4,921 6% 7.9

6 福岡県 2,655 3% 8.9

7 滋賀県 198 0% 6.6

8 京都府 191 0% -

82,775 100% 1.3

74,810 90% 1.1

地域 女性
転入超過エリア計に

占める割合

1 東京都 15,706 33%

2 神奈川県 11,691 25%

3 埼玉県 8,606 18%

4 大阪府 4,370 9%

5 千葉県 3,976 8%

6 福岡県 2,386 5%

7 京都府 400 1%

8 滋賀県 172 0%

47,307 100%

39,979 85%

地域 男性
転入超過エリア計に

占める割合

1 神奈川県 12,133 34%

2 東京都 11,117 31%

3 埼玉県 7,534 21%

4 千葉県 4,047 11%

5 大阪府 551 2%

6 福岡県 269 1%

7 群馬県 236 1%

8 山梨県 94 0%

9 滋賀県 26 0%

36,007 100%

34,831 97%

転入超過エリア計

転入超過エリア計

転入超過エリア計

1都3県計

1都3県計

1都3県計
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男女総数でみても、1位の東京都は 2万 6,823人の増加、2位の神奈川県は 2万 3,824人の増加と

その差は 2,999人となっている（2020年の同時期における差は 2万 9,450人）。 

 

ただし、両エリアにおける人口の集め方には男女の数で差がある。東京都では、2020年において

年間で男性の 2.2倍の女性が増加（年間の転入超過数は女性 2万 1,493人、男性 9,632人）したが、

神奈川県は 1.1倍（同じく女性 1万 5,279人、男性 1万 4,295人）にとどまった。つまり、東京都は

神奈川県と比べると、男性よりも女性に強く選好されるエリアであることが見てとれる。 

2021年 1月から 4月においても、この東京都が女性により好まれる傾向は依然としてあり、男性

の 1.4倍の女性が増加している。一方、神奈川県は男女がバランスのとれた数で集まる傾向を維持し

ている（倍率 1.0となり、男女数で差がほぼない）。 

 

【人口集中は東京一極集中から 1都 3県集中へより強く変化／テレワーク推進が奏功か】 

 

「2020年都道府県人口社会増減ランキング（上）／人口増加 8エリアは不動―新型コロナ人口動態

解説(2)」において、2020 年は東京一極集中から 1 都 3 県（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）集

中にシフトしていることを解説したが、現時点での状況を見ると、女性人口の転入超過数は神奈川県

が東京都に対して 2020年（東京都 2万 9,721人、神奈川県 1万 570人）よりも追い上げをみせている

ことから 2021 年は一層、東京一極集中から 1 都 3 県集中へのシフトが強まりそうな傾向となってい

る。 

 

1都 3県への集中割合は、総数では転入超過エリアの増加人口合計の 90％、女性では 85％、男性で

は 97％である。コロナ禍にあっても、1都 3県への人口集中シフトが起こっていることには変わりが

ない。 

東京都在住・東京都勤務である筆者は、この 1都 3県集中へのシフトについてはテレワーク普及の

効果が大きいと考える。 

 

コロナ禍が長期化するにつれ、最も感染状況の悪化しやすい（過密度が高く、人口の多い）東京都

とその周辺エリアである首都圏において、テレワーク定着にむけた動きが着実に進展してきている1。 

つまり、近隣の比較的交通が便利（たまに通勤する際も不便ではない）かつ、東京都よりはやや物

価が安いエリアに転居する、という選択が、少なくとも東京都で働く男女にとってはコロナ禍前より

 
1 2021年 1月 21日 ITメディアビジネスオンライン「テレワーク推進は“東高西低”「組織として推奨明示を」」を参照され

たい。 

正社員テレワーク率（2020年 11月） 

東京都 49.1％、首都圏 43.5％、関西 3府県（大阪、京都、兵庫）26.6％ 

人材サービス会社であるパーソル総合研究所が、2020年 3月以降、全国の正社員約 2万人に対し 4回、テレワークの実施状

況を尋ねるアンケートを実施。 

 

https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=66949?site=nli
https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=66949?site=nli
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も可能となってきている。 

 

人口移動の立役者は 20代前半のほぼ独身の男女（とりわけ、独身女性）であると、この新型コロナ

人口動態解説で何度もお伝えしている。彼らがそれぞれの生活のために性差関係なく経済的自立を保

ちつつ、より豊かな気持ちで居住できるエリアを選択するようになった結果としての 1都 3県集中へ

のシフトであるように感じている。 

 

ちなみに転入超過総数でランキング５位となる大阪府（超過人数規模では東京都の 1/5 水準）、同

じく６位の福岡県（同 1/10水準）では、女性が男性を大きく超えて増加している。 

2020 年年間を通じて、大阪府では男性の 1.8 倍、福岡県では男性の 1.1 倍の女性が増加している

が、2021年 1月から 4月では大阪府は 7.9倍、福岡県は 8.9倍となっている。また京都府も総数では

わずか 191人の増加であるが、男性は 209人減少する一方、女性が 400人増加している。 

 

過密な空間が忌避されるコロナ禍において、人口集中をいかにうまく周辺エリアへ拡散して集中を

緩和させるかが、都会と認識されるエリアの課題であり、かつ、日本における過疎と過密の 2極化解

消を目指す、地方創生の大きなテーマでもあるだろう。 


